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１ 議席番号 ４ 番 中田 博之 議員 
開始予定時間 

６月１４日 午前９時 

【庁舎の非常用電源確保策について】 

 大規模自然災害発生時、災害対策本部が設置される自治体庁舎が停電によ

るブラックアウトに陥った場合、救助・復旧など、地域の被災現場の「総指

揮」を執り、国や関係機関などとの連絡・調整などに当たる災害対策本部機

能等の業務継続性が危ぶまれ混乱を来すことが想像される。 

 そこで以下の点について質問をします。 

 

⑴ 「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」（平成

２８年２月内閣府（防災担当））において、「７２時間は、外部からの供給

なしで非常用電源を稼動可能とする措置が望ましい。」とされている。 

  庁舎の非常用電源の稼働時間は３６時間であるが、それを超えた時の対

応は。 

 

⑵ 非常用電源確保として、災害に備え、公用車を電気自動車に変えていく

ことや庁舎に太陽光発電設備を設け、発電した電気は庁舎や電気自動車に

供給するほか、余剰電力を蓄電池に蓄えることで非常用電源確保ができる

と考えるが、町の考えは。 

 

 

【防災・減災を目的とした「よしポケＮＥＷＳアプリ」や「ＬＩＮＥ」の活

用について】 

 

 昨今、大規模自然災害の多発により、「逃げ遅れ」を防止するための早期

避難やコロナ禍における分散避難や在宅避難、それに伴う避難者の支援など

が重要視されている。また、町外に分散避難する被災者に対して、必要な情

報などを容易かつ確実に受け取ることができる体制の整備を図り、住民等か

らの問い合わせ等に対応する体制について、あらかじめ計画しておく必要が

ある。災害が発生すれば、町への問い合わせの殺到やホームページへのアク

セスが急増し閲覧ができないことが想像できる。 

 そこで平常時から「よしポケＮＥＷＳアプリ」や町の「ＬＩＮＥ」情報が

重要と考え、以下の点について質問をします。 

 

⑴ 「よしポケＮＥＷＳアプリ」内の防災・防犯情報には、事象が発生した

時の情報しかない。 

  そこで、吉田町地震防災ガイドブックなどの災害時対応に係る情報をア

プリ内に常時掲載し、いつでも閲覧できるようにすることで、防災・減災

につながると考えるが町の考えは。 
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⑵ 「よしポケＮＥＷＳアプリ」には地図機能がない。地図機能を追加する

ことで、平時では、休日当番医院の場所やイベント会場などの場所の確認

ができ、外出などで災害が発生した場合には、最寄りの避難場所や避難所

の確認、また、危険箇所や支援物資の供給場所を、住民が、いつでも、何

処でも、確認ができることで防災減災につながると考えるが、町の考えは。 

 

⑶ 新型コロナウイルス感染症への感染リスク回避や災害の状況により、在

宅避難や分散避難が考えられる。 

  町からの連絡が相互に迅速かつ確実に行えるよう、情報伝達ルートの多

重化及び情報交換のための収集・連絡体制の明確化など、多様性が求めら

れている。 

  そこで、「Ｇｏｏｇｌｅフォーム」のようなアンケート機能を「よしポ

ケＮＥＷＳアプリ」や町の「ＬＩＮＥ」で使用することで情報が明確化さ

れ、住民が求める支援が迅速に行えると考えるが町の考えは。 

 

⑷ 防災・減災として町の「ＬＩＮＥ」の活用への考えは。 
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２ 議席番号１２番 平野 積 議員 
開始予定時間 

６月１４日 午前１０時 

【吉田町学力調査について】 

 町は、吉田町学力調査を、中学校は令和元年度から、小学校は令和３年度

から中止しました。 

 吉田町学力調査は、結果を十分に生かし切っていない面は有りましたが、

継続的に子どもの成長が確認でき、指導に活用できる吉田町の特色ある教育

施策であると考えます。一度中止することにより、継続性が断たれます。  

 そこで、以下の点について質問します。 

 

⑴ 令和３年度から小学校対象の吉田町学力調査を中止した理由は。  

 

⑵ 令和元年度に中止した中学校対象の吉田町学力調査の代替施策として

挙げられた静岡県学力調査、中間テスト及び各種アンケートで吉田町学力

調査と同等の効果は得られたか。 

 

 

【吉田町の汚水処理事業について】 

 町は、令和２年度に、公共下水道事業について「吉田町汚水処理ビジョン」

及び「吉田町公共下水道事業経営戦略（計画期間：令和３年度～令和１２年

度）」を策定しました。 

 そこにおいて、公共下水道区域内の面整備は、令和８年度に完了予定であ

ること及び令和３年度から公共下水道使用料改定の検討を始め、令和６年度

から新下水道料金の運用を開始する予定であること等が記載されています。 

 一方、公共下水道は「都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、あ

わせて公共用水域の水質の保全に資することを目的とする。」（下水道法第１

条）として実施されています。 

 つまり、公共下水道は、その目的を達成するための一つの手段であり、そ

れに固執することはないと考えます。 

 また、国は、令和８年度までに汚水処理人口普及率９５％以上を目標とし

ています。 

 そこで、以下の点について質問します。 

 

⑴ 令和８年度まで下水道面整備を続ける理由は。  

 

⑵ 今回の見直しにおいて、全体計画区域を９２０ｈａから３７９ｈａに変

更するが、「第１回 吉田町公共下水道事業 経営戦略審議会 本編資料」に

よると、令和８年までの整備面積は３３５.３１ｈａであり、整備率は 

８８.５％となる。全体計画区域内で整備をしない区域を残す理由は。  

 



- 4 - 

 

⑶ 計画区域外の合併浄化槽の設置台数が年々減少している。その要因は。 

 

⑷ 平成３０年度末時点での汚水処理人口普及率は７６.６％である。 

  国が目標とする汚水処理人口普及率９５％以上にするロードマップは。 

 

⑸ 公共下水道使用料改定のための主たる検討項目は。  
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３ 議席番号 ９ 番 増田 剛士 議員 
開始予定時間 

６月１４日 午前１１時 

【自治体ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）推進について】 

 令和２年１２月２５日に、自治体ＤＸ推進計画概要を総務省自治行政局が

公表しました。 

 また、本年９月に、国が「デジタル庁」を設置する報道がされました。  

国は、ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）を「ＩＣＴの浸透が人々

の生活をよりよい方向に変化させること」と定義し、自治体におけるＤＸ推

進の意義と、自治体ＤＸ推進計画策定の目的を示しています。  

 また、コロナ禍において、民間企業におけるＤＸ推進は急速に進んでおり、

デジタル技術の開発、官民連携の動きも加速しています。  

 そこで、当町における自治体ＤＸの考え方と推進の現状について、ポイン

トを絞って以下のとおり質問します。 

 

⑴ 町民サービス、特に、情報公開、情報提供に関する現状の取り組みは。 

 

⑵ 申請書類の電子化について、現状は７種類と確認しているが、今後の電

子申請の推進は。 

 

⑶ マイナンバーカードの取得現状と普及促進の取り組みは。  

 

⑷ データとデジタル技術の連携による職員の業務効率化の現状と推進策

は。 

 

⑸ 庁舎内及び公共施設における通信環境整備（Ｗｉ－Ｆｉ）の現状と推進

は。 

 

⑹ 当町における自治体ＤＸの今後の方針と目指す姿は。  
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４ 議席番号 ８ 番 山内 均 議員 
開始予定時間 

６月１４日 午後１時 

【土地区画整理事業を含む下水道汚水幹線工事について】 

 令和３年第１回吉田町議会定例会に浜田土地区画整理事業内の川尻南部

汚水幹線工事を含む吉田町公共下水道事業会計予算案が上程され、私は反対

の立場で討論を行ったが、賛成多数で承認された。しかし、なぜ下水道事業

なのか、疑問が多い。 

 東日本大震災による防災意識の変化、建設立地や地盤変動、浄化槽の排水

処理技術の革新的進化、下水道と浄化槽の設置費用や補助金など、疑問に対

し町の考えを問う。以下、質問をする。 

 

⑴ 浜田土地区画整理地内の排水処理に下水道を決定したことについて。  

 ① 決定をした過程と理由は。上記変化や進化を考慮した、どのような議

論があったのか。 

 

 ② 浜田土地区画整理事業内の下水道事業計画は、市街地ができることを

前提としたものであると思われる、想定した市街地の将来像と工程は。 

 

 ③ 土地利用が未確定で下水道が利用されなければ税金が無駄になる。浄

化槽による排水計画の確定は建築物の申請時にすれば税金の利用は的

確に無駄なくできる。比較検討はされたのか。  

 

⑵ 浜田土地区画整理地内の下水道の計画には、富士見区画整理事業内の実

績と評価が指針となる、富士見区画整理事業の実績と評価の検討は。  

 

⑶ 川尻南部汚水幹線工事と浄化槽の設置費用等の比較、検討について。  

  川尻南部汚水幹線工事では、管渠工事費２億５，９００万円、うち国の

補助金は９，２００万円、残り１億６，７００万円は町の税金となる。  

  一方、浄化槽は、国、県、町の補助があり、町の補助金は、浄化槽５人

槽１基当たり約１８万円、浄化槽９４３基が補助でき、７人槽で約２２万

円、浄化槽７５６基が補助できる計算となる。計画区画６４で計算すると、

５人槽で約１，１３２万円、７人槽で約１，４１３万円が町の補助金とな

る。下水道と浄化槽では比較にならないが、下水道事業計画確定には考慮

されたのか。 

 

４ それでも、下水道事業なのか、考えは。 

 

※ 浄化槽法の改正により平成１３年４月１日から、合併浄化槽の設置が義

務づけられたことにより浄化槽と表記。 
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５ 議席番号 ３ 番 盛 純一郎 議員 
開始予定時間 

６月１４日 午後２時 

【町内小学校の教科担任制の導入について】 

 近年、小学校において、英語やプログラミング教育の必修化など、教育の

内容に大きな変化が生じている。 

 文部科学省では、そうした展開の中、２０２２年度を目途に、特に、小学

校高学年からの教科担任制を本格的に導入する必要があるとの指針が示さ

れている。 

 小中一貫教育を標榜する当町においても、児童の学力向上やスムーズな小

中学習の接続、「中１ギャップ」の緩和、また、多面的な生徒指導体制の充

実や教員の働き方改革のため、小学校高学年において、教科担任制への早急

な移行が必要であると考える。 

 そこで、以下の点について質問する。 

 

⑴ 小学校高学年教科担任制の移行について、既に一部の自治体において先

行して取り組まれているようであるが、当町の実施の現状や課題は。  

 

⑵ 小中一貫教育として現在、町が実施していることやその効果は。  

 

⑶ 町内の小中学校が連携して相互の教諭派遣などの取り組みは可能であ

るのか。 

 

⑷ 中１ギャップの解消への取り組み策は。 

 

⑸ 学校に適応できない不登校及び不登校傾向の生徒児童に関する現状と

教科担任制の導入後の効果は。 

 

 

【一人一台パソコン環境の整備後の活用について】 

 国が進めるＩＣＴを活用した学習の推進、ＧＩＧＡスクール構想は、コロ

ナ禍も影響して、その環境整備の加速度を増した。 

 当町においても、各小中学校への児童生徒への端末の整備は整った状況で

あると伺っているが、機器の配備が優先された事情もあり、それをどのよう

に活用して、どのような成果を求めるかという部分での課題があると感じて

いる。 

 そこで、以下の点について質問する。 

 

⑴ 各端末を利用した学習について、本年度や来年度、どこまでの活用を期

待するのか。 

  指針などは決めているのか。 
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⑵ 各小学校においてＰＣの利活用の状況や成果に大きな隔たりがあって

はいけないと思うが、扱う教員のスキルアップの為の研修や外部の民間業

者等を活用したサポート体制はどのようなものか。  

 

⑶ デジタル教科書の活用や移行をどうするのか。現状の導入の実態や課題

は。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


